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住まいの再建支援アプリ 「リプラ」



大規模災害時の課題の一つに被災世帯の「住まいの再建」が挙げら
れる

 大規模災害時の課題の一つに、被災世帯の「住まいの再建」が挙げられる。

 こうした課題は東日本大震災で指摘されて以降、様々な災害でも同様の指摘が
なされており、総務省行政評価局が実態調査を行い、令和2年3月31日に内閣府
等に対し勧告が出された。

 一方で、制度の改善案などは見られるものの、「被災者の制度理解が進まず、
公的支援制度の未利用となってしまうという課題」については、現状これと
いった対策がない。
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災害時の住まいの再建課題



制度改善は進んでも、自宅再建は進んでいない

令和2年3月31日総務省行政評価局「災害時の「住まいの確保」等に関する行政評価・監視」より抜粋
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総務省行政評価局調査背景



被災地での課題は、制度自体の改革ではなく、被災者自身が制度を
理解していないことにも原因が…
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総務省行政評価局調査結果

令和2年3月31日総務省行政評価局「災害時の「住まいの確保」等に関する行政評価・監視」より抜粋



多種多様な制度が存在し、被災者自身の理解不足を引き起こ
している事が、制度未利用に繋がっている

 災害により利用できる制度が異なる

 行政の情報発信が散発的なこと(小出しで利用できる制度が発表される)

 口コミなどによる誤った情報の拡散

 被災者一人一人で利用できる制度が異なる

 行政からの発信は情報過多になり過ぎる

被災当事者の理解不足による制度未利用に…
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災害時の公的支援制度活用における課題



リプラにより、被災現場で起こっている制度利用に関する課
題を解決することができる

 災害により利用できる制度が異なる

✓ 発災直後から情報収集

 行政の情報発信が散発的なこと(小出しで利用できる制度が発表される)

✓ 自治体から発表される情報をタイムリーに反映

 口コミなどによる誤った情報の拡散

✓ リプラによる情報の整理・確認

 被災者一人一人で利用できる制度が異なる

✓ 個人の状況を入力し、その方自身が利用できる制度をご案内

 行政からの発信は情報過多になり過ぎる

✓ 必要な情報のみを提供
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リプラによるソリューション



公的支援制度情報を適時アップデートするためには、被災自
治体との迅速で密な連携が必要で、リプラはそれを提供する

発災

被災自治体との

パートナーシップ

の構築

被災自治体から

YNFへ情報提供

リプラ・データ

ベースの更新
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リプラ運用フロー

繰り返し



被災者にとって本当に必要な情報を簡便に提供するため、リ
プラは数ステップの選択で情報に到達できる仕様としている

 発災した災害に応じてホーム画面は更新され、選択肢をクリックしていく事で利用
できる制度情報に辿り着ける

 平時には防災教育として再建シミュレーションも可能
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リプラ画面



リプラは、災害支援の複数専門家の経験を基に、単なるデー
タベースではなく、被災現場の実情を反映した強みがある
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リプラの強み

災害毎に自治体からの指示に基づ

き反映させていくので、自治体独

自施策への対応も可能

義援金など元々変更が想定される

制度もタイムリーに反映できる

行政職員など生活再建支援に関わ

る方々のツールとして利用が可能

平時の防災・啓発活動にも利用で

きる

情報格差が指摘される車中泊避難

者や在宅被災世帯も情報入手が簡

単にできる

災害支援の専門家の経験を基にし

て開発



災害大国日本における人々の生活を全国規模で守るため、全
国展開のためのパートナーシップを模索している
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検討事項

パートナー
企業・団体

自治体

アプリ開発とマー
ケティングの協業

情報提供

• 既存サービスにおける付
加価値提供か？CSRか？

• 企業としてSDGsへの取
り組みをアピールしブラ
ンド力の強化に繋げる
（既にメディアからの問
い合わせ多数）

• 発災前から全国自治体と
の協定締結を検討

• またネットワークを形成
被災者毎にカスタ
マイズされた情報
の提供

各種公的支援申請


